
















































「子どもを産む」という営為とそれを取り巻く諸環境は、第 2次世界大戦後、激変しつつ

ある事象の一つである。特に妊娠した女性が「病院」という場と深く関わりながら子ども

を産むというシステムは、戦後リスクのない妊産婦たちも急速に普及し、あまねく定着し

た(藤田 1979、大林 1989)。現在では、妊娠した女性の大部分は病院に通い、定期的に検

診を受け続け分娩にいたる。また妊娠すると母子健康手帳の交付を受け、妊娠から出産・

産後まで女性と子どもの双方の健康状態がそれに記録される。

出産に対するこうした医療管理体制は、日本の乳幼児死亡率を激減させ、妊産婦死亡率の

低下を促し、妊娠・出産における「安全性」を確かなものにしてきた。他方こうした医療

の管理体制の下で、「お産は体の病理ではなく生理でありながら、産む主体者である産婦

の心身の生理には中心がおかれず、お産のよくわかる産科医の指導を受けるだけという図

式を取りながら、産科医にまかされ、産科医主体のお産がなされ」(吉村 1992)、女性た

ちは心身両面にわたり自ら子どもを産もうとする力や産む主体性をなくしてきた。


